
防衛装備庁訓令第３２号

防衛装備庁における監察の実施に関する訓令を次のよ

うに定める。

平成２７年１０月１日

防衛装備庁長官 渡辺 秀明

防衛装備庁における監察の実施に関する訓令

（趣旨）

第１条 この訓令は、防衛装備庁及び防衛省設置法（昭

和２９年法律第１６４号）第３１条第３項の規定に基

づき防衛装備庁長官（以下「長官」という。）の指揮

監督を受ける地方防衛局（以下「防衛装備庁等」とい

う。）における監察の実施に関し、必要な事項を定め

るものとする。

（監察の目的）

第２条 監察は、予算の適正かつ効率的な執行及び法令

遵守の観点から防衛装備庁等における職務執行の状況

を厳格に調査し、及び検査することにより、職員の職

務執行の適正を確保することを目的とする。



（監察官）

第３条 長官は、長官官房監察監査・評価官及び同官付

の職員（以下「監察監査・評価官等」という。）のう

ち、監察を行う職員（以下「監察官」という。）を指

名し、監察を行わせるものとする。

２ 前項の規定にかかわらず、長官は、監察監査・評価

官等以外の職員を監察官に指名することができる。

（監察官の権限）

第４条 監察官は、監察の実施に当たっては、次に掲げ

る行為を行うことができる。

⑴ 内部部局長官官房の総務官、人事官、会計官、各

装備開発官、船舶設計官及び各部並びに施設等機関

及び長官の指揮監督を受ける地方防衛局（以下、「

監察先」という。）の関係者に対し、文書又は口頭

による説明又は報告を求めること。

⑵ 監察先の関係者に対し、書類その他の物件の提出

を求め、又は提出された物件を留めて置くこと。

⑶ 監察先の必要な場所に立ち入り、業務及び財産の



状況並びに書類その他の物件を検査すること。

２ 監察官は、監察の結果必要と認めるときは、関係す

る監察先の長に対して、説明を求めることができる。

（監察官の遵守事項）

第５条 監察官は、監察の実施に当たり、次の各号に掲

げる事項を遵守しなければならない。

⑴ 厳正かつ公正を旨とすること。

⑵ 資料及び情報を十分に収集し、正確な事実の把握

に努めること。

⑶ 必要な限度を超えて機関等の業務に支障を及ぼさ

ないよう注意すること。

⑷ 現状をいたずらに肯定せず、常に職務上の懐疑心

を保持し、事実の確認等に当たること。

⑸ 改善策又は意見（以下「改善策等」という。）の

報告に当たり、いたずらに理論に走ることなく、か

つ、監察対象の事情に妥協することのないよう努め

ること。

⑹ 欠陥を指摘することに急で、長所の賞揚を忘れて



はならないこと。

⑺ その職務上知り得た情報を、みだりに他の者に漏

らさないこと。

⑻ 監察の実施に資する情報の提供を受けたときは、

提供者の名誉又は信用を害するような行為をしない

こと。

（監察の実施に対する協力義務）

第６条 監察先の関係者は、監察官から書類その他の物

件の提出、説明等を求められたときは、これに誠実に

協力しなければならない。

（監察の種類）

第７条 監察の種類は、次のとおりとする。

⑴ 定期監察

⑵ 臨時監察

（定期監察）

第８条 定期監察は、長官が必要と認める事項について

、毎年度、計画に基づき防衛装備庁内部部局及び施設

等機関の事務について実施する。



２ 長官官房監察監査・評価官は、各年度ごとに定期監

察を実施するに当たっては、当該年度の前年度の末日

までに、監察計画を作成し、長官の承認を受けなけれ

ばならない。

３ 前項に規定する計画は、次に掲げる事項について定

めるものとする。

⑴ 監察の対象となるべき項目

⑵ 監察先

⑶ 監察の実施時期

⑷ その他監察を実施するために必要な事項

４ 長官官房監察監査・評価官は、第２項の規定により

計画を作成するに当たっては、必要に応じ、あらかじ

め、監察先の長の意見を求めることができる。

５ 長官官房監察監査・評価官は、必要と認めるときは

、長官の承認を得て、第２項に規定する監察計画につ

いて、その修正を行うものとする。

６ 長官官房監察監査・評価官は、第２項又は前項の規

定により長官の承認を受けたときは、これを監察先の



長に通知するものとする。

（臨時監察）

第９条 臨時監察は、長官が特に必要と認める場合に実

施する。

２ 長官官房監察監査・評価官は、臨時監察を実施する

に当たっては、その都度計画を作成し、長官の承認を

受けなければならない。計画の作成に当たっては必要

に応じ、関係する監察先の長の意見を求めることがで

きる。

３ 長官官房監察監査・評価官は、前項の規定により長

官の承認を受けたときは、これを関係する監察先の長

に通知するものとする。

（監察の結果の報告等）

第１０条 長官官房監察監査・評価官は、監察の結果に

ついて、改善策等を付し、遅滞なく長官に報告するも

のとする。

２ 長官官房監察監査・評価官は、前項の規定により報

告する場合は、監察先の長の意見を求めることができ



る。

（監察の結果に基づく処置）

第１１条 長官官房監察監査・評価官は、監察の結果を

監察先の長に通知するものとする。

２ 前条の報告を受けた長官は、監察の結果必要と認め

る事項について、関係する監察先の長に対し、必要な

改善策をとるよう指示を行う。

（改善策の報告）

第１２条 前条第２項の規定により指示を受けた監察先

の長は、必要な措置をとり、その結果を遅滞なく長官

に報告しなければならない。

（推賞措置）

第１３条 長官官房監察監査・評価官は、監察の結果、

職務執行の適正の観点から特に優良と認めるときは、

長官に対し、表彰に関する意見を上申することができ

る。

（情報提供の協力）

第１４条 監察先の長は、防衛装備庁の職員の職務執行



における予算執行上の問題点、法令違反行為等の監察

の実施に資する情報を得たときは、遅滞なく長官官房

監察監査・評価官に通知するものとする。

（委任規定）

第１５条 この訓令に定めるもののほか、この訓令の実

施に関し必要な事項は、長官官房審議官が定める。

附 則

この訓令は、平成２７年１０月１日から施行する。


